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2023 年 2 月 14 日 

News Release 

楽天生命保険株式会社 

 

2022年度第3四半期業績のお知らせ 
 

 

 

楽天生命保険株式会社の 2022 年度第 3 四半期（2022 年 4 月 1 日～12 月 31 日）の業績についてお知ら

せいたします。 

 

主要業績 

新契約指標： 当期は、対面チャネルの新契約年換算保険料が対前年同期比 10.4%増と進展し、個人保

険全体の新契約年換算保険料は 3,326 百万円となりました。当社主力商品の医療保険 1095αの特約として

4 月から販売を開始している「入院一時金特約」、及び 11 月から販売を開始している「楽天生命スーパー

医療保険入院一時金プラン」は、多くのお客さまからご好評いただいており、今後更に販売拡大すること

を見込んでおります。 

保険料収入： 医療保険、定期保険、終身保険といった主力商品の販売や、団体信用生命保険などの保

有契約の増加により、共済商品区分（*1）を除く生命保険契約の保険料収入については、20,873 百万円（前

年同期比 11.3%増）となりました。なお、保険料収入全体では 25,969 百万円（前年同期比 5.2%増）とな

りました。また、団体保険については金融機関との団体信用生命保険の新規取引を拡大したことで、保険

料収入が対前年同期比 41.9%増と大きく伸展しております。 

経常利益/当期純利益： 保険料収入は伸展しているものの、新型コロナウイルスによる給付金等支払増

加の影響により、経常利益は 939 百万円、当期純利益は 513 百万円となりました。 

また、会社法会計とは別に、経営管理の指標としております IFRS（国際財務報告基準）においては、当

期純利益（税引前）5,946 百万円となりました（前年同期比 7.6%増・次頁参照）。 

ソルベンシー･マージン比率： 1,353.1%となり、引き続き充分な健全性を維持しております。 

主要業績指標 
2021 年度 第 3 四半期 

（2021 年 4 月 1 日から 

2021 年 12 月 31 日まで） 

2022 年度 第 3 四半期 

（2022 年 4 月 1 日から 

2022 年 12 月 31 日まで） 

   対前年同期比 

保険料収入 24,690 百万円 25,969 百万円 105.2% 

 （共済商品区分除く*1） 18,754 百万円 20,873 百万円 111.3% 

経常利益 1,615 百万円 939 百万円 58.1% 

当期純利益 1,135 百万円 513 百万円 45.2% 

ソルベンシー･マージン比率 （*2）1,500.6% 1,353.1% -147.5pts 

*1 共済商品区分についての新規募集は停止しております。 

*2 前年度末（2022 年 3 月末）の数値。 
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参考：IFRS決算による業績について 

 

楽天グループでは、IFRS（国際財務報告基準）を採用しているため、当社においても、会社法基準のほ

かに IFRS を採用し、経営管理の指標としております。 

 (単位：百万円) 

  

2021 年度 

（2021 年 4 月～2021 年 12 月） 

2022 年度 

（2022 年 4 月～2022 年 12 月） 

    対前年同期比 

営業収益 31,932  37,837  118.5% 

  保険料収入 24,689  25,967  105.2% 

 （共済商品区分除く） 18,751  20,869  111.3% 

  資産運用収益 338  660  195.2% 

営業費用 26,404  31,890  120.8% 

  生命保険費用 10,209  16,163  158.3% 

  資産運用費用 25  17  68.7% 

  その他費用 16,169  15,709  97.2% 

当期純利益（税引前） 5,528  5,946  107.6% 

 

・ 保険料収入は 25,967 百万円(前年同期比 5.2%増、共済商品区分を除く保険料収入は前年同期比 11.3%増）と

なり、その結果、営業収益は 37,837 百万円（前年同期比 18.5%増）となりました。営業費用は 31,890 百万

円（前年同期比 20.8%増）となりました。 

・ 当期純利益（税引前）は 5,946 百万円（前年同期比 7.6%増）となりました。 

 

 

＜IFRS 決算と会社法基準決算の主な違いについて＞ 

１． 繰延新契約費 

・ IFRS では、新契約獲得にかかる費用を当期に一括計上せず、繰延処理を行います。 

・ 会社法基準では、新契約獲得にかかる費用を、当期費用として一括計上します。 

従いまして、新契約の販売が好調な時、IFRS では、新契約の増加に比例する形で利益が増加し、会社法基

準では、当期の利益が減少します。 

２． 責任準備金 

・ IFRS では、責任準備金の計算に市場金利を用いております。 

・ 会社法基準では、標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式、標準責任準備金の対象

とならない契約については平準純保険料式を用いております。 

 

 

【お問い合わせ先】 

楽天生命保険株式会社 経営企画部 広報担当 

E-mail：rli-public-relations@rakuten-life.co.jp 
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2023年 2月 14日 

楽天生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

楽天生命保険株式会社の 2022年度第 3四半期（2022年 4月 1日～12月 31日）の業績についてお知らせ

いたします。 
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１．主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高 

・保有契約高                        （単位：千件、億円、％） 

区  分 

２０２１年度末 
２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

   
前年度 

末比 
 

前年度 

末比 

個 人 保 険 822 14,898 868 105.5 14,787 99.3 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― 13,561 ― ― 16,616 122.5 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― 

 

 

・新契約高                                 （単位：千件、億円、％） 

区分 

２０２１年度 

第３四半期累計期間 

２０２２年度 

第３四半期累計期間 

件 数 金 額 件 数 金 額 

  新契約 
転換による

純増加 
 

前年 

同期比 
 

前年 

同期比 
新契約 

転換による

純増加 

個 人 保 険 203 2,094 2,094 ― 242 119.3 1,350 64.5 1,350 ― 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― 8 8 ― ― ― 4 54.9 4 ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

（注）団体保険の新契約高は、新契約として計上された月の単月の新契約高を表します。  
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（２）年換算保険料 

・保有契約                           （単位：百万円、％） 

区  分 ２０２１年度末 
２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

 

前年度 

末比 

個 人 保 険 32,190 32,979 102.5 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― 

合 計 32,190 32,979 102.5 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
24,794 25,539 103.0 

 

 

・新契約                             （単位：百万円、％） 

区  分 
２０２１年度 

第３四半期会計期間末 

２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

 

前年 

同期比 

個 人 保 険 3,293 3,326 101.0 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― 

合 計 3,293 3,326 101.0 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
2,579 2,733 106.0 

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり

の保険料に換算した金額です。 

２．「うち医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保

障給付（特定疾病給付、介護給付等）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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２．資産運用の実績（一般勘定） 

（１）資産の構成 

（単位：百万円、％） 

区   分 
２０２１年度末 

２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 8,927 16.9 3,624 6.3 

買 現 先 勘 定 - - - - 

債券貸借取引支払保証金 - - - - 

買 入 金 銭 債 権 8,738 16.5 8,252 14.4 

商 品 有 価 証 券 - - - - 

金 銭 の 信 託 - - - - 

有 価 証 券 23,899 45.1 27,759 48.3 

 公 社 債 14,935 28.2 14,019 24.4 

 株  式 - - 205 0.4 

 外 国 証 券 5,864 11.1 9,593 16.7 

  公 社 債 5,864 11.1 9,593 16.7 

  株 式 等 - - - - 

 そ の 他 の 証 券 3,098 5.9 3,941 6.9 

貸 付 金 194 0.4 194 0.3 

不 動 産 70 0.1 71 0.1 

繰 延 税 金 資 産 1,403 2.7 1,659 2.9 

そ の 他 9,703 18.3 15,925 27.7 

貸 倒 引 当 金 - - - - 

合 計 52,938 100.0 57,486 100.0 

 う ち 外 貨 建 資 産 5,620 10.6 7,243 12.6 
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（２）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 

 （単位：百万円）  

区 分 

２０２１年度末 
２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差益 差損  差益 差損 

 

満期保有目的の債券 - - - - - - - - - - 

責任準備金対応債券 - - - - - - - - - - 

子会社・関連会社株式 - - - - - - - - - - 

そ の 他 有 価 証 券 32,395 32,637 242 481 △239 36,233 35,805 △427 791 △1,219 

 

公 社 債 14,939 14,935 △3 78 △82 14,617 14,019 △598 10 △609 

株 式 - - - - - - - - - - 

外 国 証 券 5,563 5,864 300 300 - 8,889 9,593 704 764 △59 

 
公 社 債 5,563 5,864 300 300 - 8,889 9,593 704 764 △59 

株 式 等 - - - - - - - - - - 

そ の 他 の 証 券 3,242 3,098 △143 5 △149 4,387 3,941 △446 - △446 

買 入 金 銭 債 権 8,649 8,738 88 96 △7 8,339 8,252 △87 16 △104 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 

合 計 32,395 32,637 242 481 △239 36,233 35,805 △427 791 △1,219 

公 社 債 14,939 14,935 △3 78 △82 14,617 14,019 △598 10 △609 

株 式 - - - - - - - - - - 

外 国 証 券 5,563 5,864 300 300 - 8,889 9,593 704 764 △59 

 
公 社 債 5,563 5,864 300 300 - 8,889 9,593 704 764 △59 

株 式 等 - - - - - - - - - - 

そ の 他 の 証 券 3,242 3,098 △143 5 △149 4,387 3,941 △446 - △446 

買 入 金 銭 債 権 8,649 8,738 88 96 △7 8,339 8,252 △87 16 △104 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 

（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。 

２．本表には、金銭の信託を含んでおりません。 

３．市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。 

 

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。  

（単位：百万円） 

区  分 ２０２１年度末 
２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式            －           205 

そ の 他 有 価 証 券            －            － 

 

国内株式            －            － 

外国株式            －            － 

その他             －            － 

合  計             －           205 
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（３）金銭の信託の時価情報   

   該当ありません。 
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３．四半期貸借対照表 

                                            （単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

２０２１年度末 

要約貸借対照表 

（２０２２年３月３１日現在） 

２０２２年度 

第３四半期会計期間末 

（２０２２年１２月３１日現在） 

金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）   

現 金 及 び 預 貯 金 8,927  3,624  

買 入 金 銭 債 権 8,738  8,252  

有 価 証 券 23,899  27,759  

（ う ち 社 債      ） （             14,935） （             14,019） 

（ う ち 株 式      ） （               －） （               205） 

（ う ち 外 国 証 券      ） （              5,864） （              9,593） 

貸 付 金 194  194  

一 般 貸 付 194  194  

有 形 固 定 資 産 288  247  

無 形 固 定 資 産 4,990  5,466  

再 保 険 貸 718  6,617  

そ の 他 資 産 3,776  3,664  

繰 延 税 金 資 産 1,403  1,659  

資 産 の 部 合 計 52,938  57,486  

（ 負 債 の 部 ）   

保 険 契 約 準 備 金 33,593  36,277  

支 払 備 金 1,945  2,734  

責 任 準 備 金 31,647  33,542  

代 理 店 借 582  569  

再 保 険 借 899  1,330  

そ の 他 負 債 1,872  3,122  

未 払 法 人 税 等 19  42  

リ ー ス 債 務 2  1  

資 産 除 去 債 務 20  20  

そ の 他 の 負 債 1,830  3,058  

退 職 給 付 引 当 金 827  943  

価 格 変 動 準 備 金 64  78  

負 債 の 部 合 計 37,840  42,321  

（ 純 資 産 の 部 ）   

資 本 金 7,500  7,500  

資 本 剰 余 金 2,977  3,182  

資 本 準 備 金 2,540  2,540  

そ の 他 資 本 剰 余 金 437  642  

利 益 剰 余 金 4,471  4,984  

利 益 準 備 金 14  14  

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,457  4,970  

繰 越 利 益 剰 余 金 4,457  4,970  

株 主 資 本 合 計 14,948  15,667  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 148  △502  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 148  △502  

純 資 産 の 部 合 計 15,097  15,164  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 52,938  57,486  
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４．四半期損益計算書 

                                            （単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

２０２１年度 

第３四半期累計期間 

２０２１年４月１日から 

２０２１年１２月３１日まで 

２０２２年度 

第３四半期累計期間 

２０２２年４月１日から 

２０２２年１２月３１日まで 

金 額 金 額 

経 常 収 益 27,123  34,944  

保 険 料 等 収 入 26,357  34,275  

( う ち 保 険 料 ) （             24,690） （             25,969） 

資 産 運 用 収 益 330  534  

（ う ち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ） （               239） （               516） 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （               91） （                3） 

そ の 他 経 常 収 益 434  134  

経 常 費 用 25,508  34,005  

保 険 金 等 支 払 金 9,559  15,044  

（ う ち 保 険 金 ） （              2,110） （              2,170） 

（ う ち 給 付 金 ） （              5,270） （              9,044） 

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （                3） （               18） 

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （               68） （               57） 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 23  2,684  

支 払 備 金 繰 入 額 23  789  

責 任 準 備 金 繰 入 額 －  1,894  

資 産 運 用 費 用 21  3  

（ う ち 支 払 利 息 ） （                0） （                3） 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （               21） （               －） 

事 業 費 13,225  13,430  

そ の 他 経 常 費 用 2,678  2,841  

経 常 利 益 1,615  939  

特 別 損 失 8  14  

固 定 資 産 等 処 分 損 0  0  

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 8  13  

貸 倒 損 失 －  0  

税 引 前 四 半 期 純 利 益 1,606  924  

法 人 税 及 び 住 民 税 578  648  

法 人 税 等 調 整 額 △108  △236  

法 人 税 等 合 計 470  411  

四 半 期 純 利 益 1,135  513  
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

２０２２年度第３四半期会計期間末 

 
1． 保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金の金額は 19,324 百万円です。 

 
2． 企業結合に関する事項（共通支配下の取引等） 

(1)企業結合の概要 

当社は 2022 年 2 月 21 日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、楽天少額短期保険株式会社（以下、「楽天少
額短期保険」といいます。）を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、2022 
年 3 月 1 日付で両社の間で株式交換契約（以下「本契約」といいます。）を締結いたしました。 

本株式交換は、2022 年 4 月 1 日付で実施され、楽天少額短期保険は当社の株式交換完全子会社となりました。 
①結合当事企業の名称及び事業の内容 

株式交換完全子会社の名称 楽天少額短期保険株式会社 

事業の内容 少額短期保険業 
②企業結合日 

2022 年 4 月 1 日 

③企業結合の法的形式 
本株式交換は、当社においては、会社法第 796 条第 2 項の規定により、本契約につき同法第 795 条第 1 項に定める株主総会に

よる承認を受けることなく、また楽天少額短期保険においては、2022 年 3 月 1 日開催の株主総会において本契約の承認を受けた

上で実施しております。本株式交換に際し、楽天少額短期保険の株主に対しては対価を交付いたしません。 
④結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。 

⑤本株式交換の目的 
当社と一体運営を図るため、楽天インシュアランスホールディングス株式会社との株式交換により、楽天少額短期保険の子会社化 

を図りました。これにより、下記事項の実現を目的としております。 

・楽天保険グループとしてすべての人に安心と保障を提供すべく、現在の健康状態や過去の傷病歴などによって、保険に契約できな 
い方へ向けた保険の開発、提供 
・少額短期保険事業者の強みを生かして、特定の限定した分野へ機動的な保障の提供 

(2)実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号）、及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企 

業会計基準適用指針第 10 号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。これにより当社の資本剰余金の金額が 205 百 

万円増加いたしました。 
(3)取得原価の算定等に関する事項 

子会社株式の取得対価 205 百万円 

 

 
（四半期損益計算書関係） 

２０２２年度第３四半期累計期間 

 

1. １株当たり四半期純利益は 19,354円 07銭であります。 
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５．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 ２０２１年度 

第３四半期累計期間 

２０２２年度 

第３四半期累計期間 

基礎利益            Ａ △2,785 △2,253 

キャピタル収益 91 18 

 

金銭の信託運用益 － － 

売買目的有価証券運用益 － － 

有価証券売却益 91 3 

金融派生商品収益 － － 

為替差益 0 15 

その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 21 － 

 

金銭の信託運用損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有価証券売却損 21 － 

有価証券評価損 － － 

金融派生商品費用 － － 

為替差損 － － 

その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益         Ｂ 70 18 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ △2,715 △2,234 

臨時収益 4,639 3,421 

 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － － 

個別貸倒引当金戻入額 － － 

その他臨時収益 4,639 3,421 

臨時費用 308 248 

 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 308 248 

個別貸倒引当金繰入額 － － 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 

その他臨時費用 － － 

臨時損益            Ｃ 4,331 3,173 

経常利益        Ａ＋Ｂ＋Ｃ 1,615 939 

(注)その他臨時収益の内容は、再保険による責任準備金戻入額 3,421 百万円です。 
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６．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 ２０２１年度末 

２０２２年度 

第３四半期 

会計期間末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 24,742 24,780 

 資本金等 14,948 15,667 

 価格変動準備金 64 78 

 危険準備金 2,483 2,731 

 一般貸倒引当金 - - 

 

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッ

ジ損益（税効果控除前））×９０％（マイナスの場合１０

０％） 

218 
△427 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - - 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 5,294 5,003 

 負債性資本調達手段等 - - 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本

調達手段等のうち、マージンに算入されない額 
- - 

 持込資本金等 - - 

 控除項目 - △205 

 その他 1,733 1,932 

リスクの合計額  

4

2

732

2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 
3,297 3,662 

 保険リスク相当額        Ｒ1 1,111 1,229 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 1,304 1,413 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 2 1 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7            - - 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 2,107 2,386 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 90 100 

ソルベンシー・マージン比率 

   （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

1,500.6％ 1,353.1％ 

 

（注）上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

×１００ 
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７．特別勘定の状況 

該当ありません。 

 

８．保険会社及びその子会社等の状況 

当第３四半期においては、子会社等の規模を考慮し、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいことから、連結財務諸表を作成していません。 

 


